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1 英国の核戦略と核政策

(1) 英国の核保有: 政治的意思のみで戦略不在のままの核保有
　英国では第2次世界大戦中、戦略爆撃が敵の戦意を破砕できるかをめぐり深刻な論争が行われた。核兵器が出現した時に英国では、1発で、第2次世界大戦中に戦略爆撃部隊がなかなか達成できなかった、精油、輸送網、産業などの目標も、さらには敵の戦意まで破砕できる兵器と解釈された。1946年には、情報も不十分な状況で、目標は敵の産業か人口に関連したものとの安易な仮定で英国の独自の核兵器所要が研究されたが、将来の核分裂物質の必要性が焦点となった。1948年まではソ連を敵国と公に言えなかったことが研究の妨げになった。
　英参謀本部は1946年1月に初めて英国の核兵器所要を見積もり、「広範に分散した産業と人口を攻撃」するためには、数百発が必要とした。同年夏には、都市攻撃を念頭に「ロシアを崩壊させるには数百発が必要」との見方が出された。1947年7月には、国防政策研究委員会が必要数を1,000発に引き上げた。しかしその理由は表面的なものであった。英国を敗北させるには25発の核爆弾が必要との情報を得ていたことから、ソ連は国土面積が40倍あることから、1,000発という数字が出されたにすぎない。
1947年には、WMDの知識とそれを使用するとの準備は戦争に対する最も効果的な抑止手段となることが理解されるようになった。1948年には冷戦が一般的な考え方になり、空軍とWMDに軍事計画の最優先度を置く努力がされるようになった。しかし見積は単純な前提と大まかな数字に基づいたもので、英国には1957年までに最小限200発の核爆弾が必要とされた。
この数字も、英国には600発が必要と見積もられ、そのうち3分の2は米国の備蓄から出されると予期して、200発という見積りで出されたものであった。英国の計画の背後にあったのは、何らかの軍事的概念ではなく、単に核能力を持ちたいという要求だけであった。「その要求は戦略的戦術的計画に基づく特定の方法で調整されたものではなかった」。
リデル・ハートなどの英国の戦略家たちは大量報復戦略を批判したが、彼らは、伝統的な歴史や哲学や法律から引かれた指摘に傾きがちで、純然たる戦略論についてはあまり論じようとしなかった。また英国内には核抑止論への反対派もいたが、彼らは核兵器のような不道徳なものに汚染されるのは拒否するというだけで、いかなる戦略も提示することはなかった。
米国側では、英国が核戦力の一部に参加することは容認されていたが、問題はどの程度までその役割を認めるかであった。英国内の核抑止支持派には明確な戦略論はみられず、さまざまの目的が述べられるにとどまった。このように英国は、当初情報も不十分で明確な戦略もないまま、独自核の開発保有に踏み切ったと言える。

(2) 対米依存の模索とその限界
　英国では将来の核能力について、ソ連の侵略に単独で立ち向かうとの前提ではなく、米国の核能力に近い能力をもつものと理解されていた。米国でさえ対処できないような、ソ連のすべての目標に対する攻撃を計画する必要はなかった。しかしこの前提は米国の将来の核備蓄や核計画についての知識を欠いたうえに立てられていた。
首相に返り咲いたチャーチル(Winston Churchill)に対しては1952年1月に、また同年中には参謀長に対して「きわめて個人的なつながり」に基づき、米側から米国の戦略爆撃計画についての説明がなされた。その間同年10月、英国は初の核実験に成功している。それでも核計画作成の目的をもって英軍の司令官に米国の戦略爆撃計画の内容を説明することはできなかった。
その結果英側が確認できたことは米国の核備蓄量の増加ぶりであった。この頃には米国の核作戦計画担当者たちは、ソ連の西欧での進撃を阻止するのと同様に、「原子戦争遂行能力」に関連する目標が重要であるとみていた。しかし当時の実際の核打撃の目標はソ連の液体燃料、発電所、原子力関連施設などの軟目標であり、最初の大量核打撃でこれらの目標を壊滅させることを意図していた。
目標リストは無差別攻撃にはなっていなかったが、米国のソ連に関する当時の情報収集能力や戦略攻勢能力から見て、このような大量核打撃による目標壊滅が達成可能かについては疑問が持たれた。しかしSAC司令官ルメイの影響のもとに、明確に定義されていない都市・産業目標への攻撃が強調された。1952年に英国は自らの核計画を創ろうとしたが、米国からの高度の情報の完全な欠如に阻まれた。しかし米側の計画そのものもまだ進行中でもあった。
　他方で、このような状況下でも、単に都市を破壊するだけではなく、戦術的目的に役立つような様々の型の爆弾を開発しなければならないということが認識されるようになった。米国がソ連の大半の目標を破壊するに十分な核兵器備蓄を整備しているのであれば、英国の役割が明確にされなければならなくなった。
1952年夏の『世界戦略文書』では、参謀長が英国の核戦力の合理性を訴え、それが1950年代に引き継がれた。英国としては、主要な抑止力は米国に依存せざるを得なかったが、それでも米国の直接的な戦略的利害に関わらない目標に対する、独自の攻撃能力を維持する必要性はあった。
その理由は、もし英国が、「冷戦における抑止力の主体にも、世界戦争における同盟国の唯一の攻勢作戦にも加わらなければ、米国の冷戦と戦時における政策と計画作成に対する英国の影響力は著しく弱まる。そのことは英国が攻勢作戦の政策にも計画にも何の発言力も得られなくなることを意味する」ことにあった。
チャーチルも1955年に、「我々も自ら何らかの貢献をしなければ、他の大国の資源が緊急時にわれわれの望むように計画されているか、最初の数時間において我々を最も脅かしている目標に我々の望むような優先度が与えられているかはわからない」と述べている。この発言には、すでに核戦力を保有していた英国が、自国の核戦力のみでは対応できないソ連の脅威に対処するには、米国の拡大核抑止力に期待するしかなく、誓約履行を米国に保証させるには、基地用地の提供など何らかの対米貢献が必要とする、その後の英国の対米政策を示唆する内容が含まれている。
　チャーチルの懸念は1954年にソ連の戦略爆撃機Tu-16が作戦可能になり、さらに高まった。これ以降、英国に対するソ連の直接的な脅威が高まることになる。しかしソ連の急速な中距離核戦力の増強にともない、英国が単独でソ連の脅威に対応できるかについても疑問が出るようになった。
そこで米国との核攻撃の全般構想と実行面での協力への期待が論じられるようになった。英国は1956年にバルカン爆撃部隊が編成されるまでは、ソ連領土に対して深刻な核脅威を与えることはできなかった。大半の議論も、依然として米側の計画に関する知識の欠如により妨げられ、仮定に基づくものでしかなかった。さらに熱核兵器の開発が進み、威力がキロトン級からメガトン級に増大したため、熱核兵器以外のWMDについて考えることは困難になった。

(3) 熱核兵器、ポラリスの保有と米核戦略との一体化
英国は1957年5月、初の熱核兵器の実験に成功した。その結果ソ連の都市に対する核脅威が対ソ抑止力になるとの仮定が成り立つようになり、対外政策の自由度が得られるようになった。チャーチルは1958年に「我々は英国からスターリングラードとモスクワの12の都市を壊滅させることができる。この力はスエズ動乱の頃にはなかったものだ。我々は再び大国に復帰した」と語っている。
熱核兵器の開発に成功して以降、英国は独自の核政策、核戦略を描く余地を得た。当時の英国の核爆弾保有数は60発程度であったとみられている。
1954年に原子力エネルギー法が米議会を通過し、核兵器の外部的な特性が同盟国と共有されるようになってからは、米側からの情報提供の不足という状況は改善されるようになり、50年代末には、英国は米国の助けをえることなく独自の核で対応する地域であることが確認され、米側との共同作業での緊密な関係を築くことができるようになった。
しかしそれでも戦時には英国の爆撃機に米国の核兵器が搭載される可能性は残っており、英国にとり極めて重要な目標のうち、米国の爆撃機が敵のどの目標に対して対応するのかについては、まだ何の調整もされてはいなかった。このように米側の戦時の核作戦計画等については依然として伏せられたままであった。
英国は1955年に、米国と核兵器の防衛計画と作戦計画に基づく訓練など、核エネルギーの軍事的側面の情報交換に同意する2国間協定締結に成功した。その結果、英爆撃機部隊から米戦略空軍SACの知識を得るため要員が派遣され、初めて統一した目標計画が作成された。1957年にアイゼンハワー大統領とマクミラン首相は、米国のソー(Thor)IRBMを英国に「二重キー」方式で配備することで合意した。これによりスエズ危機以来の米英関係は改善された。57年には両国の空軍は共同訓練、通信、相互訪問などにより関係を深めた。
SACは英国の爆撃隊司令部を訪問し、「双方の利益に基づく核打撃計画の調整を目的とし、共同作戦計画の作成、目標設定その他の共通的関心事項」について協議した。目標の細部については明らかになっていないが、爆撃機搭乗員は「ソ連の主要都市の大半を破壊できる」とされており、対都市攻撃が主体であったと推察される。
ただし、米英それぞれの攻撃からどのようにして最大の優位性を引き出すかを保証する、調整された計画の作成手順は不明である。このようにして英国は米国のSACとの関係を深め、その目標戦略と計画作成過程に取り込まれていくことになる。
1960年に米国で最初のSIOPが作成されその目標リストが明らかになると、米国と英国の優先度が同一かどうかも問題になった。英国にとってはソ連の戦域目標の方が優先度は高かった。もしもSACが対兵力目標を打撃する計画ならば、英国の爆撃部隊はソ連の中距離の爆撃機とミサイル基地に集中するのが理に適っていることになる。
もしも英国が単独で行動するのであれば、ソ連の核能力にはほとんど打撃を与えられないので、対兵力攻撃は適切ではなくなる。都市・産業目標は米国にとり優先度が低いため、英国がこれらの目標に集中するとすれば、また米国の計画と矛盾することになる。もしも共同で攻撃するのであれば、英国はよりソ連に近いことから英国の爆撃部隊が報復第1波の重要な一部を占めることになると見られた。
英国のV爆撃機はSACよりも5時間早くソ連に到達できた。V爆撃機が真っ先に爆撃するのであれば、潜水艦基地、中距離の爆撃機とミサイル基地など、英国にとり死活的に重要な対兵力目標を攻撃するのが合理的である。しかしV爆撃機がSACの攻撃のための道を拓くために攻撃するのであれば、ソ連のレーダ、対空機関砲、対空ミサイルなどの防空部隊を攻撃するのが合理的である。　
この問題については、SACと英空軍の間で妥協が成立したとみられ、基本計画では最初の打撃はさまざまの目標に指向されることになった。またソ連の人口の集中地域を攻撃できる十分な予備も確保されていた。1960年代初めには、このアプローチは完全に実行可能な態勢になった。
しかし英国はスエズ動乱で米国から恫喝を受けて撤退を余儀なくされ、米英関係は冷却化した。また当時英国は独自の核弾道ミサイル開発を進めていたが計画はとん挫していた。
そのような時に、米英関係の改善を図る目的から、1962年急きょ米英首脳会談がナッソウで開催され、当時の米国のポラリス潜水艦発射弾道ミサイルを英国に供与することが決定された。
核計画への米国への依存度の大きさと、キューバ危機で自国の影響力がないことを痛感した英国と、これ以上対英関係を悪化させることに懸念を抱いたケネディ政権は、米英関係を修復するためナッソウ会議をマクミラン首相とケネディ大統領との間で急きょ開いた。その結果英国はポラリスを購入することを許された。
その後爆撃部隊が核打撃を担わなくなり、ポラリスが1969年以降完全に核打撃任務を引き継ぐようになり、目標の調整という課題は解決されることになる。英国のポラリスは1962年のナッソウ協定に基づき、米国の一部の戦略部隊や戦術部隊と同様の役割を割り当てられた。
英国の戦略爆撃部隊、後のポラリス艦隊は、目標選定、戦争計画、打撃の調整、演習のすべてがNATOの欧州連合国最高司令部と共同で作業を行うことになった。通常3人の英軍士官を含む欧州チームは、計画作成に参加し、基本となる目標選定計画である核作戦計画(NOP)を作成した。NOPはさらに、欧州連合国最高司令官の隷下にある核兵器とともに核打撃実行計画に展開された。
これらの計画の目標には選択的なものと全般的なものがあったが、英国の核兵器は全般的目標に有用であった。これらの目標はさらに政治的打撃計画と戦術的打撃計画に区分されたが、NOPは常にSIOPと一体で全面的に実行されることになっていた。このように計画面でも目標リストでも融合が達成された。
　しかしこのような目標は爆撃機には適しているが、ポラリスには向いていないと見なされた。当時ポラリスは柔軟性に欠け、指揮通信の確保が困難であり、軍事目標を攻撃するには精度が悪すぎたためである。弾頭数の削減と柔軟性の欠如により、英国のポラリスは核エスカレーションの初期の段階での、都市などの対価値目標攻撃又は予備に適しているとみられた。またポラリスは国家の統制下にあり、そのことはナッソウ協定でも認められていたが、ますますNATOの中での役割が強調されるようになった。
その結果、国家安全保障の最終的手段としての核兵器の役割とのジレンマが生じた。ただし軍事目標を攻撃するためには、質の高い情報と大量の核弾頭が必要となる。したがって、選択されたソ連の人口集中地域、産業地域、資源地帯、一部の固定的な位置の判明した軍事目標などの、対価値攻撃に集中するべきだとの意見が専門家からも出されている。
　1961年には熱核爆弾の利用が可能になり、1963年には180機のビクター、バルカン、バリアント爆撃機が英国とキプロスに展開し、各機には1メガトンの出力の核兵器を搭載していた。1962年のキューバ危機の時には、英国爆撃部隊が保有していた核爆弾の総出力は230MTで、230の目標に使われ、その大半が目標に到達できるとみられていた。
英国はこの水準の作戦用核弾頭をそれ以降保有することはなかった。1964年当時の英国の核爆弾備蓄は1,000-1,500発であったとみられている。なお、英国の戦略核弾頭備蓄数は1960年代以来100-200発に抑えられてきたが、戦術核弾頭数は1960年代末までに400発に、1982年までには550発以上に増加したとみられている。
このように英国の核作戦計画も核目標も米国に統合されていったが、前述したように、50年代末まで、米国の戦時の核作戦計画も目標戦略については英側に伏せられたままで推移した。米英間の意思と能力の伝達は、米英ほどの緊密な国家間でも全面的に行われたわけではなく、米国から英国に対する一方的なものであったと言える。

(4) 米国の核戦略との矛盾解消とポラリスの重視
　1963年には、米国製の弾頭を載せた60基の液体燃料式のソー・ミサイルが廃棄された。さらに翌年、金属の劣化によりバリアント爆撃機の飛行が中止になった。ただし24機のNATOの連合軍最高司令部に対する戦術任務用の機体は交替しないことが決定された。その後も爆撃機の偵察任務、給油任務への転用が続き、1966年には核作戦用爆撃機は80機となった。この水準は1967年まで維持された。
1968年にビクターが退役しバルカン56機のみとなり、翌年からバルカンは戦術任務に移行し1982年までそのまま残った。その時までにポラリスが爆撃機部隊にとってかわっていた。爆撃部隊にとりソ連の防空網を突破するのは重大な課題であった。またブルーストリーク・ミサイルは1960年代に入り廃棄され、米国のスカイボルト空対地ミサイルを購入することになったが、そのスカイボール計画も1962年に米側が打ち切り、英国政府はポラリスに依存することを決定した。
ポラリスに移行することで残存性と突破力では向上したが、攻撃できる目標地域の範囲は狭くなった。しかも爆撃機は昼間には50%、夜間でも40%が即応できる状態であった。ポラリスになると全体の核弾頭数は3分の2に減り、すべての潜水艦が哨戒できるわけではなかった。5隻を購入することになっていたが、そのうち2-3隻しか哨戒できなかった。
さらに1965年には購入数は4隻に減り、哨戒できるのは1-2隻になった。また核弾頭もポラリスA-2は1MTだったが、1964年には各250KTの核弾頭3発を搭載したポラリスA-3を導入することが決定された。突破力は上がったが総出力は下がった。もしも1962年当時と同等の威力を求めるとすれば、ポラリスを20隻保有しなければならなかったが、代替案にはなりえなかった。
結果的に60年代は投射可能な弾頭の数と目標の範囲は低下することになった。200目標に替わり16目標が攻撃できるに過ぎなくなった。また予備を保有するのが極めて困難になった。さらに敵の対潜作戦への対処も必要になった。ただし優先順位の問題は解決された。1962年以来の各兵器システムの搭載核兵器数の変遷は付表のとおりである。
付表
	年
	1962
	1963
	1964
	1965
	1966
	1967
	1968
	1969
	1970

	V爆撃機
	170
	180
	180
	120
	80
	80
	56
	
	

	ソー
	60
	
	
	
	
	
	
	
	

	ポラリス
	
	
	
	
	
	
	16
	48
	64

	合計
	230
	180
	180
	120
	80
	80
	72
	48
	64



　ナッソウ協定の第6条では「英国爆撃部隊からの配当分は、NATOの核戦力の一部として割り当てられ、NATOの計画と一致して目標選定がされる」と規定されている。この規定は米国の一部の戦略、戦術核戦力と同等であり、英国のポラリスはこれらと同等の役割を果たすことになった。ある試算によると1MTの核爆弾搭載型のポラリス2隻で10の都市を破壊できると見積もられた。
哨戒中のSSBN1隻では3-4都市を破壊できるか、16発で16の個別目標を破壊できる程度であろう。ソ連側の対潜作戦とABMの効果を計算に入れて、もしも1隻のポラリスSSBNしか与えられた時間内で哨戒できないとすれば、モスクワを攻撃した後にはほとんど予備の弾頭は残されないことになる。またモスクワがどこまで脆弱かについても疑問がある。
また別の計算によれば、ポラリスSSBNの総出力は23-33MTであり、1,500万人から2,000万人、産業能力の25%に脅威を与えることができる。また軍事目標でも、固定レーダ施設、潜水艦用防空壕、アーチ型航空機用シェルターなどの準軟目標もある。ABM、早期警戒管制レーダ、発電所、重工業地帯、飛行場、港湾、駅などの微妙なさまざまの目標もある。
このように、ポラリスの破壊力は大きかったが、目標選定には量的質的に限界があり柔軟性に欠けていた。この水準の破壊力は、ソ連のような大国でも国家としての存続に、「耐え難い」ほどではなくとも重大な影響を与えることは間違いない。
その意味では、ポラリスのみでもその程度の破壊力を持ちえたことの意義は大きく、英国としてはソ連に対し、ポラリスが健在な限りは「最小限抑止能力」を一応持てるようになったと言えよう。これと米国の圧倒的な対ソ破壊力が重なれば、核抑止態勢としては最も信頼性は高いと言える。
　ただしまだ問題もあった。英国政府はモスクワを攻撃できることを極めて重視していたが、1968年にはモスクワだけがABMで守られる都市になりそうなことが判明し、モスクワを目標にすれば、すべてのSSBNの搭載核兵器をモスクワ攻撃に集中しなければならなくなる可能性が高くなった。
この問題はギャロッシュABMが64基から32基に削減されたことでいくぶん緩和されたが、それでも柔軟性と英国の目標選定を制約した。その頃新型のポラリス弾頭が完成に近づいていた。この新型弾頭は、2個の実弾頭を載せた機動型のクラスターとおとり弾頭から成っており、モスクワの防空網を突破する能力があった。
1972年のABM条約締結と同時に保守党がこの弾頭の開発を決定し、1974年に労働党はコストが上昇したにもかかわらず、この決定を再確認した。この弾頭は1982年から作戦可能になった。その導入により攻撃できる目標の数は増えなかったが、攻撃成功の確率は高まった。しかし多数の弾頭とデコイが同一地域に同時に到達するため目標への効果は評価が困難になり、その後10年間は目標選定の柔軟性は失われたままになった。

(5) トライデントの導入と対ソ最小限抑止確立
　しかしその後トライデントが導入されたことにより、状況は一変した。当初のC-4型トライデントは8発、新型のD-5型は各ミサイルが14発の複数弾頭を搭載しており、かつ常に2-3隻のトライデントSSBNが哨戒可能とみられ、発射可能な弾頭数は、長期修理の制約下で384発、制約なしでは672発に急増した。ポラリスの31-61発に比べ10倍以上の増加率であった。
このようにトライデントの導入により、SSBNの能力は飛躍的に上昇したが、それにともない目標選定を見直す必要性も生じた。英国政府は、「英国の抑止力はソ連の国家としての枢要な側面に対して潜在的な脅威を加えることに関連しており、状況の変化により緊急事態の計画にいくぶん柔軟性が加わる」とみていた。
具体的なトライデントの目標が何かは明らかにされていないが、道徳的な理由もあり単なる対都市目標ではなく、対兵力目標も含めた幅広い目標であろうと推定されている。また軍備管理の制限からD-5の弾頭数はC-4と同数に抑えねばならなかった。
主な目標は、指揮通信中枢とモスクワ、さらにABMと防空レーダであったとみられる。そうすれば人的被害は局限でき、これらの目標を破壊すればソ連の軍事力発揮に大きな衝撃を与えることができたであろう。トライデントの登場により、英国の対ソ最小限抑止は確保されるようになったと言える。
　ただしトライデントの能力は高いが、その能力を前提としたときに、英国のトライデントがNATOの核計画に対して傍観的立場にいるのか、米国と協調して行動するのかが問題となってくる。NATOは最初からソ連の戦力の源を直接に攻撃することはしないであろう。このレベルでのエスカレーションに対して英国が誓約履行について示唆している兆候から判断すれば、英国はあまり真剣に熟慮しているとは思われない。
したがって、英国の核兵器はNATOに組み込まれているとは言え、その目標選定に関連する前提も主な計画もNATOの計画に適合したものにはなっていないとみるのが自然であろう。
英国国民の民意の動向も、核戦力については傍観的立場を採るのが合理的との仮説を裏付けている。仮にソ連が中部欧州で核戦争に訴えることなくその目標を達成したとしても、いきなり英国に攻撃を仕掛けてくるとは思われない。その前にフランスでまず攻撃の決定をするかどうか試すことになるであろう。また欧州大陸が支配下に入れば英国は自ずとその影響下に入るであろう。
したがって、英国としては「最後の拠り所」とは言ってもその実は、ソ連に対してある程度の打撃を与える程度の脅威を与えられれば良く、必ずしも圧倒的な脅威を与える必要はない。また英国は西ドイツのために核戦争を自らすすんで行う必要はない。英国の地上配備の核兵器はすべて二重キー方式になっており米国が同意しない限り使用できず、戦略ミサイルは国家目的のための予備とされている。
仮に英国が米国とともに全面核戦争を行うとしても、その攻撃の成功において英国が中心的役割を果たすとは考えられない。英国にとってのNATOのための核兵器の利点は、同盟のためには何らかの目標を攻撃することではなく、戦場に近い米軍基地を提供していることによりその領域を聖域にすることにあると言える。
1980年まではNATOへの兵力の割り当てにもかかわらず、モスクワに攻撃目標を集中せざるを得なかった。しかしその後のより柔軟で選択的で広範な目標については、核戦力をどう展開するかがはっきりしない限り、追求できないとみられている。
　このように英国のNATOに対する核抑止力の提供にはおのずと限界があった。英国自らの国益を考えると、ソ連に対して圧倒的優位に立って脅威を与える必要性は薄く、欧州大陸での戦争に際して国土を聖域化するため、最後の拠り所となるような、ある程度の損害をソ連に与えられる程度の抑止力で十分とみられる。
その意味では、英国の核戦力の規模と質がトライデント導入後は増強されず、軍備管理交渉の枠内で維持されているのは合理的選択であると言える。また独自核にこだわるフランスと異なり、英国は米国との特殊な関係に基づき米国からトライデントSLBMを導入して、十分な報復攻撃力を持つことができた。
しかし、本質的にはNATOに対する核抑止の提供能力には限界があり、自国の防衛、国土の聖域化のための最後の拠り所として核戦力を位置づけざるをえない立場にあり、この点はフランスと共通している。
拡大核抑止の信頼性という点では、自ら核保有しつつ、米国の拡大核抑止にも依存しており、その意味では最も信頼性の高い抑止態勢をとっているといえる。戦力面でもこれまでの分析から明らかなように、対露抑止力を維持するには十分と評価できる。
　英国は97年に労働党政権下で出された『戦略防衛見直し』において、今後トライデント・ミサイルの作戦可能な核弾頭数を半分に削減し、総爆発出力を30%削減するなど、核軍備管理に努める姿勢を強調している。しかし｢英国もNATOも核兵器への依存は劇的に削減しているものの、現状において核抑止は、大規模な戦略的軍事的脅威の再出現に備え、核による強要を防止し、欧州での平和と安定を保つ上で、依然として重要な貢献を果たしている｣と、必要な核戦力を維持することを明言している。
トライデント型潜水艦による抑止のための哨戒活動を停止する、あるいは核弾頭をミサイルから外して保管するなどの案は検討された。しかし、現態勢に比較して十分に信頼できる最小限の抑止力を維持することはできない、なぜなら、抑止のための哨戒活動を停止すると、再び哨戒が必要な情勢になった際にかえって哨戒活動再開により新しい危機水準の高まりを招く恐れがあるためである、との結論に達している。

2 フランスの核戦略と核政策
(1) フランスの基本的核戦略: 「比例的抑止」
　フランスの抑止概念の基本は「比例的抑止」にある。現在のドクトリンでは、対都市攻撃の枠組みに経済的行政的目標を加えたものであるが、フランスの戦略的能力は宣言されたドクトリンを実行するには極めて不十分なものである。また技術的な信頼性もフランスの恵まれた戦略環境に大きく依存しており、戦略的な目標選択の柔軟性も戦力の非効率さにより大きく損なわれている。
核作戦のシナリオから見れば、フランスの戦術的な核使用の敷居は米英よりも低いことが示唆されているが、戦略的な戦力の展開政策は英国と類似している。フランスにとり、抑止を第一義とするのは論理的な至上の要請であり、東西間の戦争の際に「比例的抑止」を通じてフランスの聖域化を維持しようとしても戦争に巻き込まれるリスクがあることが強調されている。
　フランスの比例的抑止はフランスの戦略核計画の当初からの基本的概念であった。フランスの現在の核戦力はすべてドゴール大統領の時代に計画されたものであり、彼の概念がフランスの目標選定の目的に決定的影響を与えている。
もう一つ決定的影響を与えたのは、フランスの最初の戦略的核兵器の限界によりもたらされた技術的制約である。1964年から71年までフランスにはミラージュⅣしかソ連に対する核投射手段がなく、各機は60KTの核爆弾しか搭載できなかった。また空中給油をしながら1回しか目標を攻撃できなかった。1964年から68年の間に62機のミラージュⅣが配備され、フランスは初めてソ連の人口密集地に対し抑止力として狙いを定めることができるようになった。
ドゴールは1964年に「比例的抑止」について次のように語っている。「我々が投射できるメガトン数は米露に比べると対等ではない。しかし一度一定の核能力が到達すれば、それぞれの手段の比率は全く価値を失う。人間も国家も一度しか死なないのであり、潜在的な侵略者に一度でも致命傷を負わせることができるようになるや否や、抑止は有効となる。抑止力を全面的に発揮させるには相手にそれを確信させねばならない」。
　この声明の趣旨を踏まえて、比例的抑止の理論または「弱者による強者に対する抑止」では、以下のような主張がなされている。すなわち、フランスはソ連(冷戦終了後はロシア)の都市を目標として核報復することにより、ソ連がフランスを占領または破壊して得られる利得を超える損害を与えることができることから、フランスの核報復の脅威によりソ連は抑止できる。
またフランスが米国の被保護国になるのを避けようとするのなら、この能力を獲得し維持しなければならない。米国の保証に依存するのは、もしも試されれば米国はその保証を守ろうとはしないであろうから、戦略的に賢明ではなく政治的にも恥ずべきことである。米国はその戦略核戦力をおそらく自国を聖域化するためにのみに使用するであろう。
したがってフランスの戦略核戦力こそ自国領土を聖域化するために最も信頼できる手段である。このような考え方に立ちフランス国防省は1960年代末に、比例的抑止の概念を守るために細部にわたる理論化を進めた。
　その中では、様々の抑止概念が提唱された。フランスにもソ連にも死活的利益の程度があるということから、「政治的戦略的希望」という概念による抑止も唱えられた。その考え方は、フランスの独立と体制という死活的利益は、フランスの報復の脅威によりソ連に対しフランスを侵略しないよう説得する上で、信頼性を与える、なぜなら、ソ連にとりフランスを征服し破壊することは、フランスのソ連の都市に対する報復の可能性を考慮すれば、周辺的な利益にしか過ぎないからである。
「抑止は弱者と強者それぞれの利害の非対称性を前提としており、弱者にとり死活的なものは、強者にとり周辺的なものでしかない」。残存性、信頼性、突破可能性などを考慮して約半数の核兵器だけが使用された場合でも、フランスの対都市攻撃により、ソ連には1,400万人から1,300万人の死者が出ると見積もられた。
またソ連に対し報復核攻撃の恐怖を与え侵略を高い信頼度をもってやめさせるためには、核攻撃によるソ連側が被る死者数としてほぼフランスの人口に匹敵する5千万人の死者を出すことが必要との見積も出された。
  冷戦時のフランスの対都市戦略では、ソ連の経済と行政のインフラストラクチャーを破壊することが強調されている。この点は国防省の計画局がソ連の民間防衛により不確実性がもたらされたため、経済的資産に目標を選定したとの発言からもうかがわれる。このような政策転換は1979年になされたと推定される。
この点を解決するため、ソ連の人口に集中的に損害を与える「対人口戦略」も提案された。ソ連の最大の都市が100-150破壊され、数千万人の住民が殺害されるような事態はソ連の指導者にとっても耐えがたいであろう。そうであれば、多数の中程度の出力、できれば1MT以上の核兵器をM-4 SLBMに搭載し、選択された都市に対して多数の核攻撃を加えることにより、民間防衛をしたソ連に対しても核抑止は機能するはずであるとする戦略である。
目標としては、産業や経済の資産とともに行政的統制のためのインフラも加えられた。このような拡大対都市戦略に基づく目標政策は、より作戦上効果的で信頼が置けるとみられた。その狙いは敵対者の政治的な枠組みを破砕することであり、ソ連の指導者にとっては人口の損失よりも行政機能や経済的な力の損失の方が恐ろしいであろうという推測を前提としていた。
フランスはソ連以外の敵に備えるための全方位抑止のためにICBMを開発するという武装中立戦略や、米国の戦略核戦力の西欧への保証を実行させるための「引き金」を持つという戦略はとらなかった。
特に「引き金」論は、ドゴールの、どの国も自国のためだけにしか引き金はひかないという理論に反していた。ソ連に損害を与えることにより対米均衡を決定的に崩壊させる能力を持つことで、抑止力とするという考え方も提唱されたが、それほどの損害をソ連に与えるのはフランスの能力を明らかに超えるものであり、この考え方もフランスの宣言戦略には採用はされなかった。

(2) 限定核攻撃戦略の否定と対価値攻撃戦略の追求
　米国が1960年代に初めて対兵力攻撃を選択し都市攻撃を回避するとの目標戦略を採用した際に、フランスはミラージュⅣ戦闘機による対都市報復攻撃を追求した。フランスは米国を模倣するのは困難であったが、米国が1974年以降、限定戦略核攻撃という選択肢を追求し始めると、フランスはM-4 SLBMを多弾頭化し精度を向上するなど、核戦力の増強を始めた。このことは、フランスにとっても目標選択の柔軟性が重要な課題であったことを示唆している。
フランスでも、核目標選択の柔軟性について、①最初の核使用の決定が下される前の自己抑制の可能性が減少するため、抑止の信頼性が高まる、②戦争間の抑止と戦争後の交渉のための対都市攻撃用予備を控置できる、③ソ連の限定的な核攻撃などに対する対応が準備できるため、限定核攻撃を抑止する潜在能力が高まるなどの利点を挙げ、その必要性を主張する声が高まった。
　このような核目標選択の柔軟性、言い換えれば限定的な戦略核攻撃については、以下のような理由からも必要性が主張された。すなわち、フランスによるソ連に対する最初の戦略核攻撃は、戦術核による「警告射撃」の拡大という効果ももっており、戦術核兵器による国家抑止作戦の目的とも合致する。ソ連はフランスの核兵器使用の意志を疑った場合に侵略に踏み切るであろう。したがって、フランスが限定的な戦略核攻撃を加えれば、ソ連側にこのような誤算に気付かせることになり、侵略という選択を放棄させることになるであろう。
これは中級国家にとっては勝利である。零か全てかという方程式は中級国家にとり全面的敗北を招くことになる。最初の計算された打撃は、フランスに核手段の大半を予備として維持することを可能にする一方、大国に対しては侵略を放棄するように促すことになるであろう。
さらに、「フランスの限定攻撃に対してソ連が対処するとすれば、非合理かつ感情的な復讐的動機か威信への考慮からであろう。しかし多くの場合、中級国家の能力の限界は公平に評価することができ、また大国にとって、復讐への動機や威信への配慮は、侵略を敢えて行うほど強くはないであろう。要するにフランスの初期段階での限定的な核打撃は単独でも成功しうる」と主張している。
　この主張について70年代に真剣な議論がされたが、1980年にフランス政府は受け入れを拒否した。その理由は、第1にフランスには、現在の核弾頭や投射手段のみならず財源の面でも、対兵力攻撃を含めて限定的な核攻撃をする手段がないこと、第2に、ソ連側の対兵力攻撃能力の優位性によりフランスはどうしようもない劣勢な立場に置かれることになるであろう、仮にフランスが精度の高い限定核攻撃を行っても、ソ連側の部隊の一部の部隊を撃破できるだけだが、ソ連は直ちに報復攻撃に出ることは間違いなく、「限定的な最初の対兵力攻撃」という考え方は「完全な愚策」であるとの理由からである。
初期に限定的な戦略核攻撃を行うという脅威が抑止になるという議論の前提となっている、ソ連が限定的であれ核攻撃を受けた場合にフランスに対して報復をしないという見方は、ソ連の持っている能力と戦術核兵器を大火力の一種として運用するとの教義などから見て、非現実的である。むしろ、限定核戦争が米国も巻き込んだエスカレーションに至るか、ソ連側の報復攻撃を受けてフランス側の一方的な降伏に終わる可能性が高いであろう。
　ソ連のフランスの都市に対する核攻撃への信頼の置ける抑止力は、フランスのソ連の都市に対する報復核攻撃の脅威のみであるとする主張もある。この主張もフランス政府により、「ソ連はそのような限定的な核攻撃に関心はなく、少なくとも300KTの核弾頭各1 発により100のフランスのすべての核兵器システムに対して攻撃を加えることに関心を持っている。このようなソ連の核攻撃は、フランスがソ連の都市に対する報復攻撃を正当化できるとみている侵略そのものである。限定核戦争における報復論を支持する、典型的な誤解に基づく議論である」と反論された。
　フランスの公式的立場では、精度が求められず、少数でも大きな損害を与えられ、フランスの可能性にふさわしい手段を残存させられる損害水準を保証できるなどの理由から、最大限の対都市攻撃が唯一の採るべき戦略であるとされている。限定的な核攻撃などの柔軟な目標選択が拒否された最終的な理由は、当初から制限的な打撃しか与えないと宣言すれば、ソ連に対してフランスの報復には何とか対応できるとの予見を与えることになる。
またフランスが最大限の報復をすることはないと示唆すれば、抑止の効果が減殺されソ連側に主導権を奪われると考えられていることにある。制限的核攻撃という戦略は、戦略的報復に依存するとの大統領の決断に対し疑いをもたせ、結局は強者に対する弱者の抑止への信頼性をなくさせることになる。このような理由から制限的核攻撃という選択肢は公式的なフランスの核戦略としては採用されなかった。
　フランスの抑止態勢に信頼性を持たせるには、単純に、対都市攻撃態勢を決心していることを明確にすることである。技術的には、柔軟な目標選択を可能にする長期間にわたるC3I能力が欠けているという問題もあった。またSSBNの一部を分割発射させた場合、ソ連側がそれを逆探知するおそれもあった。そのためにSSBNの残存性が損なわれることになる。
それを回避するには、一斉に発射させねばならない。ただしコラ半島にはソ連のソフトな軍事目標が存在することから、その証拠はないが、フランス政府は、ある危機管理や交渉段階では限定的な先行核攻撃という選択肢を準備していた可能性がある。
以上から、フランスの抑止の基本は、初期の段階から最大限の核戦力で対都市攻撃を行うという脅威を与えることにあったことは明白である。それは軍事戦略的合理性と同時に技術的制約からもフランスにとり必要な選択であった。

(3)　採用されているフランスの核兵器能力: 最小限対露抑止
　フランスにとり物理的な抑止力となる脅威は、保有する核兵器と投射システムの残存性、突破能力、信頼性、精度を左右する要因とそれらを不利な状況下でも指揮統制する能力に、物理的な抑止力となる脅威を遂行できるかどうかにより決定される。冷戦期、ソ連の第1撃からは、地上配備のIRBMも爆撃機も港のSSBNも残存できず、残存できるのは洋上に出ているSSBNのみであると見積もられていた。
その残存する搭載弾頭のみでフランスの大都市の数と同じ数のソ連の人口の多い100から150の死活的な中枢を報復核攻撃することにより抑止力とする戦略が提唱された。「死活的な中枢」について明確な定義はないが、フランスのこのような目標を破壊する能力はわずかであった。34機の単一核弾頭のミラージュⅣ、18基の1MTのS-3 IRBM、80発の単一核弾頭の1MTのM-20 SLBMと96発の弾頭のM-4 SLBMのみである。SLBMが6隻とも作戦中との非現実的な仮定を置いても、総計228発の核弾頭があるのみである。そのうち98発が1MTの出力を有している。
　すべてのフランスのSSBNは港に停泊中のものも含めて理論的には第1撃に使用しうるが、2隻が修理中などで使用できないとすると、1カ所の死活的中枢に1発の1MT弾頭しか向けられなくなる。死活的中枢を確実に破壊するには1カ所に2発以上は必要であり、弾頭数が不足することになる。
　1980年から1990年の間のフランスの抑止力の技術的信頼性は、指揮統制通信システムの堅固化、ASMP地対空ミサイルの展開、M-4 SLBMの導入にともない向上した。フランスの戦略核ミサイル部隊の司令部はパリ郊外の地下60mに埋設され、いくつかの重複した通信設備により、エリゼ宮殿、国防省、SAC、IRBM、SSBN部隊とつながれている。さらに同様の司令部がリヨンの戦略部隊の国家司令部にある。
SSBN部隊では二重キー方式で発射命令が管理されている。しかしフランスの戦略核部隊の数は少ないため核指揮統制通信(NC3)システムは米ソに比べて比較的単純であり、脆弱でもある。この脆弱性を改善するため、フランスは1980年代にNC3システムを搭載した航空機を飛行させ、地上の同システムを強化するなどの計画を進めた。また電磁パルス対策もとられている。
　18機のミラージュⅣ戦闘機はASMP空対地ミサイルを搭載して1992-94年まで就役していた。ミラージュは機数が削減されるに伴い、ASMP搭載核弾頭の出力は強化されて倍増し、防空網の突破能力も高まった。新型のミラージュ2000NにもシュペールエタンダールにもASMPが搭載されている。
M-4 SLBMの精度の向上、MIRV化とSSBN7隻から8隻態勢への移行、移動式IRBMの開発も進められたが、地上配備のIRBMについては冷戦後廃棄された。移動式IRBMについては、警護、補給、通信などの困難性が増し、分散のための適切な警告時間が得られなくなるといった問題点があった。
フランスには総合的にみて、拡大対都市攻撃戦略に必要な損害を与えるだけの技術力がまだ不足しており、好都合な戦略環境に究極的には依存している面があると言えよう。
　ただし現在では、ロシアのかなりの数の死活的中枢に対して損害を与えることができ、3隻のM-20を装備したSSBNが残存するだけでも、48発の1MTの核攻撃をソ連の都市に対して加えることができる。英国でも「英国の核部隊は12の主要なロシアの都市を人質にとる能力を持っており、それで適切であり、それ以上能力を向上させる必要はない」と当局者も表明している。また英国やフランスのような中級国家の場合は、「現在のポラリスの能力、25-30MT相当の抑止能力」以上の能力は必要がないとの意見もある。
　しかしフランスの場合は、米国との特殊な関係を利用できる英国と異なり、SLBMなど米国の最新の軍事技術や戦略情報などを取り入れることもできない。フランス独自で情報を収集し情勢を判断して決断し、自らの責任で行動しなければならない。フランスの場合は、SSBNなど最先端分野の技術でも自力で国際的水準を維持しながら、核使用が予想される各種の状況を考慮して独自の核作戦計画を作成し、そのための核戦力態勢を自力でとらねばならない。対米依存を回避し、独立的核戦力を維持するために払わねばらない代償でもある。
したがって、フランスの比例的抑止に必要な核兵器能力は、25-30MTよりも大きくなるであろう。また独自核を持つ以上、その使用は最終的にはフランス政府の判断によることになり、核使用の信頼性は政治的意思の面では100%と言える。ただし、米国の巨大戦略核戦力とのリンケージについての保証はなく、確実に行使できるのは自国の核戦力のみである。その点で能力的に対露抑止力としては十分な信頼が置けるとは言えない。

(4) フランスの独立的核戦力のNATOの抑止への影響と将来の方向性
　フランスの独立的な核戦力がNATOの対ソ抑止に貢献したのか、抑止を不安定にしたのかという議論については、抑止に貢献したというフランスと抑止を不安定にしたという多くのNATO諸国の見解が対立している。しかし、フランスの本来狙いとした戦略核戦略が初期の段階における対都市攻撃であったことから判断すれば、抑止に貢献したとのフランス側の主張には明らかに矛盾がある。
フランスが核使用をしたことが明らかであれば、核戦争の拡大は防げるかもしれないが、ソ連の侵略はまず西ドイツを征服してからフランスに波及すると予想されたことから、混乱状況の中でフランスが核使用を迫られる可能性が大きかった。そのように考えれば、フランスのNATOと調整されない一方的な核の使用は同盟国全体にとり不用意に戦争を拡大させソ連の報復を挑発する行為となったであろう。その意味では、フランスが独自の核戦略に忠実であろうとすることには、NATO同盟国を望まない戦争に巻き込む危険性が潜在していたことになる。
　では将来のフランスの核抑止政策と目標戦略はどのようになるのであろうか。今後ロシアは、低出力の精度の高い核兵器又は通常兵器によるよく調整された対兵力攻撃など、フランスに対する長射程通常戦力やより選択的な攻撃能力を向上させるであろう。それに対応するために、フランスはより柔軟な対都市目標選択計画を考慮しなければならなくなる。
フランス側はこれに対し、そのような事態は将来も起こりにくく、もしそのような事態が起これば生存とエスカレーション回避に賭けるとしている。対都市攻撃はその場合現実的ではなくなり、自己抑止、自制が比例的に作用する抑止、その意味での「比例的抑止」になるであろう。
将来フランスがこの比例的抑止の方向を追求するとすれば、NATO同盟国との核目標に関する調整がより望ましいことをフランス側も納得するようになる可能性もある。フランスとしては都市に対する核報復の価値が低下し、独自核の意義が低下する半面、他のNATO同盟国と同様にロシアのより柔軟で行使しやすい、精密な通常戦力による攻撃や低出力の精度の高い核攻撃の脅威に曝されるようになるためである。
その場合でも、フランスの究極的状況下での意志決定の自律性が奪われるわけではない。ただし、NATO同盟国側としては、フランスとの調整は慎重に行い、フランス側の自主性が損なわれるのではないかとの疑念を招かないように留意する必要があるであろう。
　このようなフランスとNATO同盟国との核目標、核作戦をめぐる調整のあり方については、本来英国のようにできる限り情報を共有し、相互に事前調整を行う方が望ましいとも言えるが、国家の独立維持を目的とする独自核の保有という要求とは相いれなくなる。
この点は英国と同一のジレンマにフランスも立たされており、冷戦が終わり軍事革命など技術的進歩も著しい今日では、フランスの独自核の意義と役割のあり方もまた問われている。しかしながら、フランスが独自核を放棄する可能性は見通し得る将来もないであろう。フランスはドゴール時代に独自核への道を選択したのであり、その伝統は基本的には今日でも継承されている。対都市攻撃の能力も意思も放棄したわけではない。
特に近年のSSBNの性能の向上、ICBMの移動化などの核戦力の近代化により、英国と同様にフランスでも、戦略核戦力の能力は向上している。ただし英国と異なり米国の直接的な支援が得られないため、維持すべき戦力水準は英国よりも高くなりコストも払わねばならない。しかしそのような負担を乗り越えて、今後も安全保障環境の変化に対応しつつ、いっそうNATOとの関係を近密にしていく可能性は高いが、フランスは独自の国家核を今後も維持し続けると予想される。

(5) フランスの冷戦終了後の核政策に見られるNATOへの歩み寄り姿勢
欧州防衛とフランスの核抑止力を関連付けることについてはフランスと米国、他の欧州諸国の間にはコンセンサスがあるが、1992年以前の政権担当者は、フランスの核抑止力が欧州の防衛にまで拡大されることを断固として拒否し、欧州をフランスの拡大核抑止でカバーすることに否定的だった。米国による安全保障は万全ではないと判断していたからである。
欧州に対する譲歩として『国防白書』の中で、「抑止力の目的は、フランスの死活的国益の保護に限られているが、死活的国益の境界は状況に応じて必然的に変わっていく。それによって潜在敵国は情勢を評価しづらくなり、抑止力の効果が増す(略)。故にフランスの核抑止力は、欧州防衛において決定的役割を担う永続的ファクターであり、西ヨーロッパ地域は直接的にフランスの抑止力の恩恵をえることになるだろう」と記されている。
　この方針は1992年まで変動はなかった。転換期になったのは1992年1月に開かれた欧州会議であった。ミッテラン大統領が同会議の演説で、｢ヨーロッパ(核)戦略構築の可能性はないだろうか?｣と述べ、ヨーロッパ共通安全保障政策が形になりつつある状況で、フランスは抑止力の拡大論議に加わる用意がある、という意思表示を行った。
1995年1月アラン・ジュペ外相はさらに欧州に歩み寄る発言をした。｢英仏の共同防衛戦略が実現した今、我々世代は抑止力の共有まで行かなくても、少なくとも主要な関係国と強調した抑止力を恐れず検討するべきではないだろうか?皆さんに伺いたい。通貨の統一や独仏の新たな協調関係が、フランスの国益の定義に影響を与えずにいられるだろうか?｣。
しかしフランスの提案は、ヨーロッパ諸国から熱狂的歓迎を受けたわけではなかった。この協調的抑止力とでもいうべき考え方は、フランスの核兵器と欧州防衛戦略を結びつける考え方である。核実験再開の折には、執拗にこの論理が持ち出されたため、ヨーロッパ諸国の中には、実験再開の責任の一端を負わせようとする見え透いた企みととる者もいた。
また、核抑止力に関する考え方も同一ではない。ヨーロッパ、特にドイツでは核抑止力はロシアとの関係や核拡散の立場から脅威とみられるか、あるいは核兵器国への従属とみなされた。非核保有国は欧州域内の核兵器国に従属することを嫌ったため、フランスは抑止力拡大論に応じる姿勢を見せるに止まっている。
欧州核抑止力は共通政策の要となりうるが、ヨーロッパ共通の政策が確立されない限り、共通外交はありえず、共通外交が実現しない限り、ヨーロッパの抑止力は存在しないことをフランスは認識している。
冷戦崩壊後フランスは核軍縮でイニシアテチブをとり、1992年にはNPTに正式加盟し、95年にはNPT延長会議に参加した。95年以前にも、短距離弾道ミサイル「PLUTON」の解体など一方的軍縮措置を執ったが、それは主に予算上の理由によるものであった。96年の1月には核実験の終了を宣言し、CTBTの「ゼロ・オプション(例外なき禁止)」項目を受け入れた。ムルロア環礁の核実験施設を永久的に閉鎖し、カットオフ条約の交渉にも積極的に参加している。
しかしフランスの国防の根本的な原理は、「核軍縮と抑止力保持を両立することは不可能ではない。冷戦崩壊後核兵器は東西対立当時のような中心的役割を果していないが、無益だと考えるのは誤りである。抑止力が果す機能はただ一つ、フランスの国土と死活的国益を守ることである。
国際情勢がどのように変わろうと、核兵器が｢国境外作戦｣と呼ばれる軍事行動に使用されてはならない。しかし1国の安全保障に限って言えば、要であることに変わりはない。フランスの国土と死活的利益を守る上で、核抑止力は絶対的効果を持っている」とするものである。
したがって、「核兵器はフランスとヨーロッパの安全保障に必要不可欠であることに変わりはない。核兵器が敵視されているのは、抑止力よりも実際の使用ばかりが議論されているためである。抑止力の論理が正しく理解されていない。抑止力の正当性を保つためには、核兵器は政治的兵器でなければならない。軍事的信憑性よりも政治的信憑性が重要なのである」とするのがフランスの現在の基本的な独自の核抑止に対する考え方と言える。
　フランスの『国防白書』が、2008年に14年ぶりに出された。2025年までを視野に入れており、国防要員5万4千人を削減する一方、情報分野の強化や核抑止戦略の堅持など、新しい多様な脅威に対応できる効率的で機能的な国防能力を目標としている。
同白書では、「結論の要点」の中で、核抑止力について以下のように述べられている。「核抑止力は国家安全保障にとり依然として不可欠の概念であり、フランスの安全と独立を究極的に保障するものである。核抑止力の唯一の目的は、いつ、いかなる形態であれ、国家に起因するわが国の死活的利益に対する侵害を防止することにある。
グローバリゼーションの時代にフランスが直面する状況の多様性を前提とすれば、抑止の信頼性は、自立的でかつ十分に広範かつ多様な資源と選択肢を、大統領に提供する能力いかんによる。このためには、海上配備の弾道ミサイル潜水艦戦力と、核能力をもった戦闘機に搭載された空中発射ミサイルの二つの戦力要素が必要である。
例えフランスに対し今日、直接的な侵略の脅威はないとしても、我々の死活的利益が恫喝により脅かされるようなことがあっても、行動の自由を保持する能力を何としても持ち続けなければならない。フランスは、核兵器が安全保障のために必要である限り、その能力を発展させる手段を保持するであろう。
フランスは、核廃絶の分野で指導力を発揮してきたが、今後もそれを続ける。フランスは特に、化学・生物・核兵器と投射手段であるミサイルの拡散防止との戦いに積極的に取り組む」。
なお、「大西洋両岸関係の改革」として、NATOが「EU同様に包括的組織」であり、「多様な脅威に対する対応力を提供している」として評価し、「国際的な戦略変化に適応し続けねばならない」としている。
　さらに、同白書は、NATOの改革について、以下の三つを目標として、協議することを提案している①同盟の任務を含む、新しい脅威に関する統合の評価を行うこと、②米国と欧州のより良い責任分担について定義すること、③計画策定と指揮構造に関する合理化に力点を置くこと。
フランスは、2009年の第60回北大西洋同盟首脳会談でNATO改革についての議論をすることを提案し、同会議でフランスはNATO統合軍事機構に復帰した。サルコジ大統領は演説で、フランスの「信念」を改めて明らかにすると同時に、「我々は家族である」、「我々は同盟国であり、友好国である」ことを明確にし、「NATOは平和のための機関である」ことを強調している。
なお、上記白書の2025年までの産業・技術の優先事項の章では、核戦力について、「核兵器の設計、開発、生産能力は、その安全性と信頼性の保障と同様に、全面的な至高の優先事項である。その優先権とは、研究機関、科学的研究、生産施設に、我々の核抑止戦略に必要とされる人的、技術的、産業的資源を配当することを意味している」と述べ、国家安全保障上、最優先して核抑止力の維持に努めることを明言している。
このようにフランスは、NATO軍事機構へ復帰し自国防衛のみを対象とした核政策、核戦略から転換の兆しを見せつつも、依然として、独自の核抑止力の基盤を維持し続けるとの決意を表明している。

3 ドイツの核政策

(1)　柔軟反応戦略をめぐる米独対立とその克服
　1965年にマクナマラからNATO同盟国に対し核統制権の限定が提唱された際に、英国は米国との特殊な関係を重視して核共有に消極的だった。ドイツは当初核統制への参加を要求したが、後に躊躇しつつもマクナマラの提唱に従い核計画への参加に甘んじるようになった。米国は同盟国に対し、米国から相談を受けているとの印象を与えるため、核計画作業グループを設け、核目標や核態勢について詳しく説明した。
しかしドイツは、核の先行使用後は直ちにソ連領内に対する核脅威を与えるよう計画することを要求した。戦略計画の議論の焦点は戦術核と米国の戦略核の役割に絞られた。見積では大きな被害はドイツのみに生ずるとされていたため、ドイツは強く反発し大量報復を否定した。またドイツは計画のみではなくハード・ウエアにも参加することを求めたが、英国は反対した。
　その後ドイツは、ソ連軍を国境地帯で阻止するための設置式の「核爆破弾」を計画化するよう要求したが米国が反対した。そこで、独英は柔軟反応戦略の枠内で「戦域核戦力(以下TNFと略称)」の使用指針を共同で作成することになった。その成果は1969年に発表され、その中ではTNFの最初の使用に関する指針とその手続きについて言及されていた。
それに対し、ドイツはソ連領内への使用を要求したが、米国は指針に示された地域よりも広い地域での核使用に反対した。また独英の案では核の最初の使用だけではなくじ後の使用にも言及していたが、これにも米国は反対した。意見はまとまらず、最終案は単に選択肢を示すのみとなった。
　ドイツも米国も核のしきいを上げることには賛成だったものの、ドイツは速やかにエスカレーションを上げることによる抑止を主張したが、米国はエスカレーションによる誓約を回避しようとし、逆に通常戦力の強化策を要求した。マクナマラが去った後最終的には、戦略核へのエスカレーションは回避しつつ核のしきいを上げながら、戦術核を作戦上の選択肢と位置付けることで一応合意が成立した。ただし英独は柔軟反応戦略には賛成したものの、核のしきいを上げ通常戦力を整備することには反対であった。
ドイツの立場には矛盾があった。ドイツはできる限り早期に核使用することを求めながら、核を使用する段階ではできるだけ選択的に少量を使用することを求めた。しかしそれでは効果がなく、また信頼性も劣った。この核使用のしきいをめぐる米独の対立は、地政的な条件の違いがいかに国益と安全保障戦略の対立を生むかという一例である。このような状況では容易に拡大核抑止の信頼性は確立されない。
　ドイツは狭い国土で強大なソ連軍と地続き国境で接している、米国の被保護国である。当時は、国土も分断されたままであった。核の戦場となることは避けなければならないが、同時に狭い領土がソ連の機甲部隊に占領される前に、戦術核を使用して侵略を食い止め、米国の戦略核による拡大核抑止を機能させなければならないという矛盾した安全保障上の要請を抱えた立場にあった。
一方の米国は、欧州同盟諸国の防御国として大洋を隔ててソ連と対峙している。その意味では欧州の戦場での紛争にはできる限り関与せず、むしろ通常戦力の負担を欧州に求めることになる。核は一度使用するとエスカレーションを統制できる保証はなく、戦略核を用いた全面戦争に拡大するおそれがある。そのため、核使用のしきいをできるだけ高くし、核の先制使用、核戦へのエスカレーションは回避したい、できれば欧州内での紛争に止めたいとするのが米国の立場である。
　米独の立場にはこのように本質的な対立、矛盾がある。その間に拡大核抑止の信頼性を確立するのは容易ではない。結局、敗戦国であり分断国家の西独が常に譲歩を強いられる形で決着することになるが、本質的な矛盾が解決されることはなかった。
それでも拡大核抑止が機能してきたのは、NATOとしての核作戦計画の策定や戦略調整が、複雑な国益の対立を抱えつつも、米国主導でまとめられ、一応の統一性を維持しえたためとみられる。その点で英独が60年代に入り基本的に協調的姿勢をとるようになったことは、拡大核抑止の信頼性と安定性を維持する上で重要な要因であったと言えよう。
　特に敗戦国とはいえドイツは、国益の観点から主張すべき点は主張し、また時には東方外交を展開するなど米国に対し同盟組み換えの脅しも使いながら、それでいてフランスのように米国と決裂するまでに至ることもなかった。
その背景には、安全保障を米国に依存せざるを得ないという制約があったとはいえ、ドイツが、基本的には自制を維持し同盟国としての義務を果たすという、被保護国として合理的な対応をとったという事情がある。このようなドイツの姿勢も拡大核抑止の機能維持に大きな役割を果たしたと言えよう。また、このような米独間の柔軟反応戦略の適用をめぐる、双方の政治的意志と軍事的能力の厳しい交渉は、結果的に、米独間の信頼関係を高める効果を持ったことになる。

(2)  80年代のSS-20展開への対応
　50年代に米国は戦略核戦力を欧州に展開し、それに対してソ連は戦域核戦力の増強を優先した。さらにソ連は60年代には大陸間戦略戦力を大規模に拡大した。ソ連の戦略は第2次世界大戦の教訓に基づいており、核兵器も大火力の一種であった。そのようなソ連にとりTNFには、米国の前方展開戦力を攻撃でき、かつ欧州を人質にとって米国を抑止できるという利点があった。
ソ連のドクトリンでは、東西対立時には当初から核を使用することが前提とされていた。しかし60年代後半になると非核戦が重要になり、TNFには新たな役割が与えられ、エスカレーションに組み込まれるようになり、TNFの改良が不可欠になった。
またTNFは欧州と並ぶ重要な戦域である中国向けの核戦力の中核でもあった。75年にはSS-11が開発され350基が配備され、そのうち120基が極東に配備された。潜水艦から発射されるSS-N-6も480基が配備された。しかしSTARTⅠでは、SS-11もSS-N-6もICBMに計上されることになり、ソ連の戦略展開が制限されるようになった。
　そこでソ連はSS-20とTu-22Mバックファイアー戦略爆撃機を配備するようになった。Tu-22Mは核・非核の両用兵器であり、STARTⅠでは戦略システムとして取り上げるか否かで米ソ間で論争になった。1977年には、精度良好で3発の個別誘導弾頭を搭載したSS-20の配備が開始された。
このSS-20は、ソ連の戦域の定義から見れば戦域全般に使用するための戦略的兵器であったが、西側の立場から見れば、戦域核か戦略核か定義が困難であった。この点はソ連が米国と戦略核のパリティを達成するに伴い、西側で意識されるようになった。特にドイツは、ソ連領土が欧州での戦争において戦争のない聖域となることには反対であった。英国もドイツの反対には理解を示した。
　ドイツの歴代政権は、ソ連の戦域核に対して米国の戦略核以外にソ連領土に届く核ミサイルを配備することを要求していた。しかしソ連の軍備管理政策の重点は、米国の対ソ封じ込めのための海外基地に反対することであった。特に米国のTNFは警告時間がなくソ連にとり脅威となっていた。他方英独は米の前方展開基地、特にその航空機の維持を要求し、米ソ間の協議の枠外とすることを求めた。
その後米ソ間の交渉は、前方展開基地以外にバックファイアーや巡航ミサイルの扱いを巡り紛糾した。ドイツは米国の核戦力が優位なころから、ソ連の戦域核の戦略的役割を認識していた。特にドイツはICBMによりTNFが戦略的に代替され、それらの戦域ミサイルが爆撃機、ミサイル、砲兵などに近代化されることを憂慮していた。このドイツの見方はソ連さらにロシアのその後の戦力整備の趨勢をみると的確であったと言える。
　1976年にこのソ連のTNFの近代化問題が取り上げられた。その年の米国の報告では、「ワルシャワ条約機構(以下WPOと略称)」軍のすべての展開部隊を含む敵縦深への打撃が強調された。特に迅速に前進するWPO軍に対する支援に必要な兵站部隊への長射程核戦力による攻撃の重要性が強調された。
その結果、ランス・ミサイルの導入、155ミリ榴弾砲の近代化、ナイキ防空システムの見直しなどの近代化が盛り込まれた。また米国の戦略核とリンクするための手段としてポセイドンの割り当て増加が米側から提起された。
しかし、WPO軍の戦術核の増大により抑止が損なわれることが危惧され、核エスカレーションのリスクは現実的なものと解釈されていた。特にドイツの作戦計画担当者は、抑止力はエスカレーションの恐怖によりもたらされる、抑止には、小型核やポセイドンでは不十分であり、エスカレーションの意思を見せつけ、敵領土深くを攻撃できる地上配備の核兵器が必要であると主張した。
　さらに十分な数の軽核戦力がNATOの戦域核戦力を補強するために必要とされた。そこで初めてパーシングⅡミサイルがとり上げられた。パーシングⅡは精度が良好で堅固な目標も攻撃可能で射程も延伸されており、欧州に於ける柔軟反応戦略を実行するための枢要な要素とみられていた。
このようにして1976年にドイツにおいて最初の長射程TNFの構想が生まれた。このTNF近代化計画では、TNFは、①安全で残存性があること、②できるだけ多数のNATO加盟国が参加し同盟の結束を見せつけること、③エスカレーション手段となるようにできるだけ多様な選択肢と柔軟性を持つような射程を持つこと、④2次被害は最小限に止めること、⑤できるだけ広範囲に、多くのNATO加盟国に展開すること、⑥最善の混合武器体系、予備、損耗の交換、使用の多様性にこたえられるよう十分な数を保持することなどの条件を満たすべきものとされた。
　1976年の東西のTNF交渉では非対称性、特にSS-20の配備が問題になった。欧州にとり米ソのSALTで欧州の抑止が軽んじられないことが死活的利益であった。西独のシュミット首相は、安定性と均衡を重視した。シュミット首相は、戦略核は米ソの最終的な国益と生存の拠り所となっており柔軟反応戦略という米ソの核戦力に基づく戦略は信頼できない、通常戦力のバランスが重要であるとした。そのためには軍備管理か又は兵力の増強が必要である。そこで二重決定という考え方が唱えられるようになった。
米国は50年代に中距離核ミサイルでもソ連に対しパリティを追求できたにもかかわらず、近代化せずに自ら廃棄したとの批判がシュミット周辺から出された。シュミットは水上艦艇に乗せた巡航ミサイル案を出したが、明らかに米国の戦略核と識別が可能でありデカップリング(戦略核とのリンクの崩壊)を招くとして、フランスは反対した。戦略核と戦域核の区分の必要性についてはシュミットも同意見であった。
　米国は、戦略核の数は圧倒的に優位にあり、欧州防衛に当てても戦略的パリティは維持でき全ソ連の目標をカバーできるから、中距離ミサイルは必要がないとの考えであった。しかしSS-20に何らかの対応が必要なことは米国にも明らかであった。
そこで、TNFの大量配備は政治的に不可能であることから、新技術の導入により機動性のある精度の高い長射程TNFを開発配備することになった。配備案としては、地上配備巡航ミサイル、パーシングⅡの改良型、F-111爆撃機、潜水艦発射巡航ミサイルなどがあげられた。
このうち、海中配備案は、目に見える抑止力ではなく、柔軟な運用に欠け、コストがかかり指揮統制が困難であることから否定された。結果的に200基から600基の地上配備巡航ミサイルとパーシングⅡ改が配備されることになった。
その配備数は、攻撃目標の数、ソ連の先制攻撃や防御への影響、ソ連を軍備管理に追い込むに十分な数であること、デカップリングするほど多くはないことなどの条件を踏まえ1979年末までに決定されることになった。
　柔軟反応戦略とTNFをめぐる英独協力によりTNF配備は決定されたと言える。英国は、ソ連の攻撃に対し航空機は脆弱なこと、柔軟反応のためには長射程のTNF特に巡航ミサイルが必要なこと、SS-20に対応しデカップリングを阻止する必要性などの観点から配備に賛成した。
ドイツも、基本的に同じ考えであったが、国内でのTNF配備反対や東方政策への影響も考慮しなければならなかった。このような経過を経て、NATOは79年12月、軍備管理とパーシングⅡ改などの配備を並行的に行う二重決定に至ったのである。
　以上の経過から明らかなように、二重決定に至ったのはドイツのイニシアチブによるところが大きい。英国もそれに反対はせず、米国も当初は必要なしとの姿勢であったが、SS-20への対応の必要性を認めて、パーシングⅡ改などの配備に合意した。その際の英国の協調姿勢も配備決定に大きな力になった。
このように多数国が被保護国となっている場合に、相互の意思疎通と協力関係の拡大は拡大核抑止の信頼性を高める上で極めて重要である。できれば、相互協力の枠組みとして、NATOのように集団的自衛体制を築いていることが望ましい。
また共通の戦略的な構想、計画作成といった経験を通じて培われた認識の統一、相互の信頼関係の影響も大きいと思われる。1970年代後半頃にはNATOの同盟関係も成熟し、冷静な相互調整と合理的な議論により妥当な結論に落ち着き、一致協力して実行できるレベルに達していたように思われる。
　なお東アジアでの拡大核抑止の信頼性向上施策として、NATOで検討された二重決定に至る検討案は参考になる。地上配備と水中配備の抑止効果の差異、指揮統制の信頼性の問題などは、検討する上での戦術的技術的側面の要因として重要である。また配備数の決定要因も参考となる。このような合理的思考に基づく協議の結果として共同の計画が立案されることが、能力と意志の伝達面での同盟国間の拡大核抑止の信頼性を根本から支えていると言えよう。
NATOは二重決定後、ゼロ・オプションによりソ連に対しSS-20を撤去させることに成功した。このことは、相手の目に見える形で対称的な核能力(この場合は戦域核戦力)を配備し、デカップリングのおそれもなく、第1撃から残存し報復攻撃により相手国中枢に確実に致命的ダメージを与えうる核能力を持つこと、及びそれにともなう同盟国内での相互の意思統一、必要な核能力の展開、配備、運用面での緊密な調整が、拡大核抑止への信頼性維持のため必要不可欠であることを実証するものと言える。

(3)  ドイツの核政策: 核共有の継続と核廃絶の推進
冷戦時の西ドイツの核政策は、米国の核兵器の共有体制にあった。西ドイツは、60年代にはまだ核武装に対する他の同盟国の疑念は強かった。これに対し西ドイツは、このような態度はソ連側の西側同盟分断のための宣伝に乗じられるものであり、したがって西ドイツは独自の核保有の意思はないと言明している。
西ドイツは、ソ連軍の中部欧州における狭い侵攻路上に位置しており、戦術核兵器を配備しておくことにより、ソ連軍が集中するのを妨げることができ、その意味で核戦力は重要であると認識していた。その半面、人口稠密であることから、自国領土で核兵器が使用されることは極力回避すべきであり、核戦略にも柔軟な反応が必要であること、また、強力な報復力としてよりも抑止力としての核戦力が重要であり、万一核が使用されても最小限に止めて国民の損害を回避することが最も肝要であると主張した。
政治的統制のための組織としては、米英仏とNATO事務局長による意思決定機関及びNATO理事会の権限強化案を提示していたが、何よりもNATOの結束が重要であると強調していた。
このような協議の後、西ドイツ(当時)、イタリア、カナダ、オランダ、ベルギー、ギリシア、トルコの７カ国(後、カナダは1984年に、ギリシアは2001年に脱退)は、核不拡散条約(NPT)における非核保有国の立場のまま米国と秘密協定を結び、核抑止力を確保するという道を選んだ。
すなわち、平時から核兵器を保有することはないものの、核作戦計画策定時の目標選定への参加、核関連情報の共有などを行い、米軍からの核兵器使用に関する訓練を受けておき、有事になれば米国の合意の下、指定された核兵器に関する使用権を行使するという方法を採った。
現在のNATOでは、協定に基づき指定されている核兵器は、F-15、トーネィド等の戦闘爆撃機に搭載する核爆弾のみである。これらの核爆弾は、平時においては米軍の核爆弾補給管理専門部隊である米軍の「弾薬支援隊」の厳重な管理下に置かれており、核兵器の保管、情報共有、展開・使用、第3国での保管については、協定に基づき厳密に規定されている。また計画上、核使用はもともと在欧米軍の責任対象地域内に限定されていたが、冷戦崩壊後は域外にまで拡大されている。
このような協定に基づき、平時から目標選定と情報提供、訓練のみを受けておくとの核共有の方式では、有事には「米国国家最高指揮権限者」である米大統領の命令に基き、核爆弾の譲り渡し(handling over)が行われる。米国の指揮・管理下にある核戦力としての実態に本質的変化はない。なお、同盟国の核作戦に関する指揮権限について、キッシンジャーは｢象徴的なもの」と発言している。
1977年、フランスのジスカールデスタン大統領と西ドイツのシュミット首相が会談した折に、シュミットは仏軍の短距離戦術核ミサイルについて、「この兵器の有用性が理解できない」「核ミサイルがドイツ国土を直撃した瞬間に、わが軍は白旗を掲げる。わが国の義務がどうであれ、戦闘を停止する。これを言っておくのは、あなた方が核理論を組み立てるとき、忘れてもらっては困るからだ」と述べている。これに対しジスカールデスタンは「私はこの警告を決して忘れないだろう」と回想している。
このように、国土が狭隘で真っ先にソ連軍の侵攻を受け、核が使用されれば直ちに国土が核攻撃で荒廃する恐れのあった冷戦時代の西ドイツでは、核は抑止力としてのみ意味があり、抑止力は米国の戦略核報復による拡大核抑止に期待するしかないというのが実情であった。
ドイツでは、NPT体制を支持しつつも核拡散が進んでいる現状を踏まえ、冷戦終了後の現在も核共有政策と核軍縮政策を併用するとの、以下のような政策が主張されている。すなわち、
「イランや北朝鮮などが違法に核計画を始めていることと、核保有が認められている国の核廃棄がまだ不十分で27,000発の核弾頭が残っていることにより、均衡を失したものになっている。また核保有には国家の地位と威信が付随しており、非核国に被差別感が広がっている。核廃絶の問題は80年代から持ち上がっている。
INF条約では、核備蓄の迅速な削減、警告時間の延長、SRBM、CTBTの実行、核分裂物質の生産禁止のための交渉の開始などが合意された。しかし核廃絶の問題は米ソだけの問題ではない。イランや北朝鮮は自国の国益に従い核開発を目指している。そもそも核廃絶により世界はより安定化するであろうか。
この問いに答えるには、①無条件の核廃絶が平和な世界秩序の前提なのか、それともその前に地域紛争を解決すべきなのか、②どのようにすれば国家が秘密裏に再度核武装するのを阻止することができるのか、③そのような違反国に対しいかにすべきか、以上の三つの質問に答えなければならない。
　このような政治的秩序と核廃絶の関係は、中東では緊張を帯びている。イスラエルは、地域の平和こそが核放棄の前提条件であるとしている。このようなことは印パ間でも、中国と米露間でもみられる。また米露も和解しているようだが、決して核を放棄しようとはしていない。
どのアクターも、他国が核保有を永久に抑制すると信じてはいない。この問題が解決されない限り、核の全面禁止が安定化に寄与すると見るのは、極めて疑問がある。
NPT加盟国の半数以下しか最新の検証条件に同意していない。彼らは、検証条件に合意する前にまず核廃棄をすべきであり、また検証は国家主権を侵害するとの理由で反対している。また最新の検証は、従来よりも各国の主権をより侵害するようになっているが、そのような検証は各国の独裁者には受け入れがたいことである。これらの問題は核燃料サイクルが成功裏に国際管理の下に置かれれば、かなり軽減されるであろう。しかしこれもNPTの原子力平和利用の無制限の利用権に反するとして反対されている。
国連安保理は今日、NPT違反国に対処することが極めて困難になっていると認識している。条約違反国に対する防護のためには、包括的なMDが保障されなければならない。ロシアその他の国も含めた、多国籍のMDは、秘密裏に核開発された核兵器の使用に対する防護を提供するであろう。また、核の全面廃棄をより可能性のあるものとし、核全面廃棄の検証システムの開発の見通しをより確かにするであろう。
　核廃棄は長年、ドイツの外交・安全保障政策の中核であった。ドイツ連邦政府は2006年の白書でも、WMDの全面廃棄を目標とすることを表明している。イラン問題でも一貫して外交的解決を追求してきた。
しかし完全な核廃棄はドイツの立場から見れば、ヨーロッパの問題として取り扱われて来なかったことと、ドイツがまだNATOの「核共有」協定の枠内にあるという問題点がある。
英仏は核備蓄の削減をかなり進めてはいるが、特にフランスは核兵器を国際的な力の象徴を代表するものとみており、英国も潜水艦搭載兵器を近代化すると決定するに際し、トライデント核ミサイルを長期的に安全保障にとり重要であることを確認している。
それにもかかわらず、欧州の多くの国は核廃絶を目指しており、欧州最大の非核国としてドイツは今後もEU内の意見が核廃絶に有利になるよう努めるであろう。
NATOの核共有協定の枠内で、いまだに20発の米国の核爆弾がドイツ領内に保管され、トーネィドがその発射訓練を定期的に行っている。核廃絶が本当に進めば、大西洋同盟によりある段階で核共有協定の解消が話し合われるかもしれない。しかしそれはまだ遠い先のことであり、完全核廃絶と核共有の矛盾は当面継続するであろう。
　 核兵器のない世界はまだ理念に過ぎないが、それを心に持ち続けることは核廃絶の第一歩である。この問題をドイツでも大いに論じることは、均衡を失しつつある核不拡散体制の安定化に貢献するであろう」。
このように、核兵器の廃絶は、「どのアクターも、他国が核保有を永久に抑制すると信じてはいない」という問題が解決されない限り、「核の全面禁止が安定化に寄与すると見るのは、極めて疑問がある」とし、核拡散阻止が現実には極めて困難であり、核拡散阻止のためには、特に核廃棄の検証、核燃料サイクルの国際管理、包括的なMDの保証などを必要としている。それと同時に、英仏の核保有の継続とドイツ国内での「核共有」の実情を踏まえ、完全核廃絶と核共有の矛盾は「当面継続する」として、「核共有」を当面継続することを是認している。ドイツとしてとりうる現実的な選択肢は、外交上核兵器の完全廃絶を唱えつつも、現実の核抑止力を維持するために冷戦時代から築かれてきた米国との「核共有」態勢を当面継続することであると言える。

(4)　戦後のNATO内でのドイツの歴史からの教訓: NATO内での地位の向上
　戦後の冷戦期の歴史を振り返ると、米ソの核戦力の格差は次第に縮まっていったが、ドイツは徐々にその地位を向上している。敗戦国として当初孤立していたドイツは、まず欧州核をめぐりフランスに接近したが、米国との核共有に踏み切り、その後英国との協力姿勢を強め、NATOの二重決定では主導権をとるなど、NATO同盟国内での地位を向上していった。そして、冷戦の終了時には宿願であった東西ドイツの統合を果たした。このNATOの歴史から、ドイツが米国の被保護国としてNATO同盟国内での地位向上に長年にわたり努力してきた軌跡がうかがわれる。
　また米ソの相対的なバランス・オブ・パワーがパリティに近づくにつれ、米国の拡大核抑止の信頼性にNATO同盟国の間で疑念が高まるようになった。しかし、ドイツ、英国などNATO同盟国側は、それぞれの国益を踏まえて、それぞれの意志と能力を了解したうえで米側とぎりぎりの調整を行い合意したうえで、核共有、デタント政策、二重決定など、その時々の情勢に応ずる信頼性向上のための政治、軍事両面の対応策をとってきた。
それらの政策により疑念は沈静化され、結果的に拡大核抑止の信頼性が維持されてきたと言えよう。同盟国間の意志と能力の相互伝達と了解が信頼性維持にとりいかに重要かが示されている。
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